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１．決定概要

平成２３年度道路関係予算においては、

・｢大都市圏の道路インフラ重点投資」や「国土ミッシングリンクの解消」

など、我が国の成長力・競争力の確保や地域の活性化に必要な道路事業

に重点化しつつ、計画的に事業を推進

・厳格な事業評価の実施、コストの徹底した縮減、既存ストックの有効

活用等に取り組み、限られた予算の効率的・効果的執行を実施

１）予算総括表

【道路関係予算概要】
（単位：億円）

改築その他 8,517 8,544 1.00

維持管理 2,158 1,628 1.33

維持 966 966 1.00

特定事業 1,192 662 1.80

業務取扱費 1,165 1,222 0.95

直轄事業　計 11,840 11,394 1.04

地域高規格道路その他 543 628 0.86

国債義務額（地高除く） 78 308 0.25

補助事業　計 621 937 0.66

有料道路事業等 953 1,027 0.93

合計 13,415 13,357 1.00

※この他に、社会資本整備総合交付金（国費17,539億円）及び地域自主戦略交付金(仮称)
　（国費5,120億円）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる
※高速道路の原則無料化の社会実験に係る経費（国費1,200億円）
    
注１：上表には「元気な日本復活特別枠」に係る計数を含む
注２：上記の他に、地方道路整備臨時貸付金（国費800億円）、行政部費（国費10億円）がある
注３：四捨五入の関係で、各計数の和が一致しないところがある

倍率
（Ａ／Ｂ）

H23決定額
（Ａ）

前年度予算額
（Ｂ）
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２）「元気な日本復活特別枠」に係る事項について

○大都市圏の道路インフラ重点投資 国費 1,118億円

（※うち特別枠 215億円）

○国土ミッシングリンクの解消 国費 3,376億円

（※うち特別枠 1,075億円）

○高速道路の原則無料化の社会実験 国費 1,200億円

（※うち特別枠 450億円）

２．高速道路の原則無料化の社会実験について

[国費 1,200億円]

平成２３年度の無料化社会実験については、現在の実験区間の効果を

検証し、地方の意見などを踏まえ、適宜区間を見直すとともに、物流効

率化のため、夜間の大型車を対象とした長距離の無料化実験など、車種

や時間帯等の工夫の検討を行う。
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３．新規事業化箇所

直轄事業

○高規格幹線道路（一般国道）

所在地 路線名・箇所 H23事業費

沖縄県 那覇空港自動車道 小禄道路 100 百万円
な は く う こ う お ろ く

高知県 高知東部自動車道 南国安芸道路（芸西西～安芸西） 100 百万円
こ う ち と う ぶ な ん こ く あ き げいせい に し あ き に し

宮城県 三陸縦貫自動車道 本吉気仙沼道路（Ⅱ期） 100 百万円
さ ん り く じゅうかん も と よ し け せ ん ぬ ま

○地域高規格道路等

所在地 路線名・箇所 H23事業費

徳島県 阿南安芸自動車道 桑野道路 100 百万円
あ な ん あ き く わ の

補助事業

○地域高規格道路

所在地 路線名・箇所 H23事業費

鳥取県 国道313号 倉吉関金道路 100 百万円
く ら よ し せ き が ね

静岡県 国道473号 金谷相良道路Ⅱ 120 百万円
か な や さ が ら

長崎県 一般県道 諫早外環状線（鷲崎～栗面工区） 980 百万円
い さ は や そとかんじ ょ う わ し ざ き く れ も

福岡県 都市計画道路 戸畑枝光線（牧山ランプ～枝光ランプ） 420 百万円
と ば た えだ み つ ま き や ま え だみ つ

※直轄事業 → 高規格幹線道路もしくは全体事業費２５０億円以上

※補助事業 → 全体事業費１００億円以上
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（参考）道路関係予算総括表

（単位：百万円）

H23決定額
（Ａ）

前年度予算額
（Ｂ）

倍率
（Ａ／Ｂ）

1,235,865 1,246,427 0.99

道 路 整 備 986,238 982,179 1.00

道 路 環 境 整 備 249,627 264,248 0.94

105,599 89,309 1.18

1,341,464 1,335,736 1.00

 (再　計)

1,184,038 1,139,365 1.04

62,121 93,677 0.66

95,305 102,694 0.93

※この他に、社会資本整備総合交付金（国費17,539億円）及び地域自主戦略交付金(仮称)

　（国費5,120億円）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる

※高速道路の原則無料化の社会実験に係る経費（国費1,200億円）

有 料 道 路 事 業 等

事 項

一 般 会 計 繰 入

貸 付 金 償 還 金 等

合 計

直 轄 事 業

補 助 事 業


